北秋田市認知症対応型共同生活介護事業所家賃等助成事業実施要綱
（目的等）

第１条　この要綱は、北秋田市内の認知症対応型共同生活介護事業所（以下「グループホーム」という。）において、家賃、光熱水費及び食材料費（以下「家賃等」という。）の費用負担が困難な低所得者に対し、利用者負担の軽減を行っているグループホームを対象として助成を行うことにより、入居者の経済的負担の軽減を図り、もって、低所得者の円滑な介護保険サービスの利用に資することを目的とする。

（助成の対象）

第２条　助成の対象は、第４条の規定による承認を受け、かつ、第８条の規定による認定を受けた利用者に対する利用者負担を軽減したグループホームとする。
（助成対象グループホームの申請）

第３条　助成を受けようとするグループホームは、グループホームごとに認知症対応型共同生活介護事業所家賃等助成事業申請書（様式１号）を市長に提出しなければならない。

（助成対象グループホームの承認）

第４条　市長は、前条の申請があったときは、内容を審査した上で、その可否を決定し、認知症対応型共同生活介護事業所家賃等助成事業承認（不承認）通知書（様式２号）により通知するものとする。

（利用者負担軽減の対象者）

第５条　利用者負担軽減の対象者（以下「軽減対象者」という。）は、北秋田市介護保険の被保険者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。

（１）市内に住所を有し、前条の規定による承認を受けたグループホームに入居している者（短期利用認知症対応型共同生活介護の利用者を除く。）
（２）申請した日（以下「申請日」という。）の属する年度（申請日の属する月が４月から７月までの場合にあっては、申請日の属する年度の前年度。以下同じ。）において、世帯全員（世帯分離している配偶者を含む。）が市県民税非課税であって、本人の非課税年金収入、課税年金収入及び合計所得金額の合計（以下「収入等合計」という。）が１５０万円以下（配偶者がいる場合は、両者の収入等合計が２５０万円以下）の者
（３）預貯金等の額が３５０万円以下（配偶者がいる場合は、両者の預貯金等の合計が７００万円以下）の者
（４）申請日の属する年度において、市県民税が課されている人の扶養親族となっていない者
（５）介護保険料を滞納していない者
（６）給付額減額の措置を受けていない者

（７）生活保護法による保護を受けていない者

（負担軽減額）

第６条　軽減対象者の１月当たりの負担軽減額上限は、次の各号に定める額とする。

　但し、居住費、管理費、食費の合計金額が負担軽減額上限を下回った場合はその額とする。

（１）軽減対象者の収入等合計が５０万円以下の者　　
１月当たり　２５，０００円

（２）前号に該当しない、軽減対象者の収入等合計が８０万円以下の者
　　　　１月当たり　１５，０００円

（３）前号に該当しない、軽減対象者の収入等合計が120万円以下の者
　　　　　　　　　　　　　　　　　１月当たり　１０，０００円

（４）前号に該当しない、軽減対象者の収入等合計が150万円以下の者
　１月当たり　　５，０００円

（軽減対象者の申請）

第７条　軽減対象者の認定を受けようとする者は、認知症対応型共同生活介護事業所家賃等利用者負担軽減認定申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。

（軽減対象者の認定）

第８条　市長は、前条の申請があったときは、内容を審査した上で、その可否を決定し、軽減対象者に認定する場合は、認知症対応型共同生活介護事業所家賃等利用者負担軽減認定通知書（様式第４号。以下「認定通知書」という。）により、認定しない場合は認知症対応型共同生活介護事業所家賃等利用者負担軽減不認定通知書（様式第５号）により通知するものとする。

２　前項の認定通知書の有効期間は、申請日の属する月の初日から最初に到来する７月３１日までとする。

（認定通知書の提示）

第９条　軽減対象者の認定を受けた者（以下「軽減認定者」という。）が、利用者負担の軽減を受けようとするときは、グループホームに対して認定通知書を提示しなければならない。

（変更届）

第10条　軽減認定者は、認定の内容に変更があったとき又は第５条各号に規定する要件に該当しなくなったときは、認知症対応型共同生活介護事業所家賃等利用者負担軽減変更届（様式第６号）を市長に提出しなければならない。

（軽減認定の取消し）

第11条　市長は、軽減認定者と認定した後に軽減認定者でないことが明らかになった場合は、認定を取り消すものとする。ただし、市長が必要と認める場合は、軽減認定者でないことが明らかになった日の属する月の翌月から認定を取り消すものとする。

（職権による負担軽減額の変更）

第12条　前条の規定にかかわらず、市長は職権で負担軽減額の変更又は認定の取消しをすることができる。

（助成金の請求）
第13条　助成金の交付を受けようとするグループホームは、翌月１０日までに北秋田市認知症対応型共同生活介護家賃等助成金交付申請書（様式第７号）及び認知症高齢者グループホーム利用者負担軽減証明書（様式第８号）により、市長に請求するものとする。
２　市長は、前項の請求書等を受領したときは、内容を審査し北秋田市認知症対応型共同生活介護家賃等助成金交付決定通知書（様式第９号）により助成対象グループホームに通知し、適当と認めるときは、前項の請求があった日から３０日以内に支払うものとする。
（軽減認定者の負担額）
第14条　軽減認定者は、利用した月の家賃等について、軽減額を差し引いた額を助成対象グループホームに支払わなければならない。

（助成金の返還）

第15条　市長は、軽減認定者が第１０条に規定する変更の届出をしなかったとき又は偽りその他不正な手段により助成を受けたときは、既に支給した助成金を返還させることができる。

（その他）

第16条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

　　附　則
　この要綱は、平成２９年４月１日から適用する。

